街頭演説参考例（戦争立法）　　　　２０１５年５月12日　県選対
　○○のみなさん、こちらは日本共産党○○後援会です。今からこの場をお借りして、党の政策の一端を訴えさせていただきます。よろしくお願い致します。
　安倍政権は、安保法制といわれる一連の法案を14日にも閣議決定し、15日にも国会へ提出しようとしています。この法案の正体は何でしょうか。「国民の命を守る」といっていますが、そんなこととはまったく関係ありません。アメリカが世界で起こす、どんな戦争にも自衛隊を参戦させる、日本を「海外で戦争する国」につくりかえる「戦争立法」が、その正体です。この「戦争立法」には、憲法９条を破壊する三つの大問題があります。

　第一に、海外派兵の恒久法の新設や周辺事態法の改定によって、アメリカが世界のどこであれ、アフガニスタン戦争、イラク戦争のような戦争に乗り出したさいに、自衛隊が従来の｢戦闘地域｣まで行って、軍事支援を行うことになるということです。「戦闘地域」まで行くと相手から攻撃されます。攻撃されたらどうするのか。日本共産党が、国会で追及すると、安倍首相は「武器の使用をする」とはっきり言いました。そうしたら、戦闘が起こるではありませんか。憲法９条が禁止した武力の行使そのものではありませんか。自衛隊を「戦地」に派兵し、「殺し、殺される」戦闘を行う。こんな道は断じて許すわけにまいりません。
第二に国連平和維持活動、ＰＫＯ法改定によって、ＰＫＯとは関係のない活動にも自衛隊を派兵する仕掛けをつくろうとしています。形式上「停戦合意」がつくられているけれども、なお戦乱が続いているようなところに、自衛隊を派兵して、治安維持活動をさせる。武器の使用も自己防護だけではなくて、任務遂行のためのものも許されるようにする。３５００人もの戦死者を出しているアフガニスタンの国際治安支援部隊、４５００人もの戦死者を出しているイラク多国籍軍のような活動に自衛隊を参加させることになります。

第三に、武力攻撃事態法などの改定によって、日本がどこからも攻撃されていないのに、集団的自衛権を発動して、アメリカとともに海外で戦争をするということです。どういう場合にやるのでしょうか。

日本共産党の志位委員長が衆院の本会議で「アメリカが先制攻撃の戦争を行った場合でも、集団的自衛権を発動するのか」と追及したら、安倍首相は｢個別具体的に判断する」というだけで否定しませんでした。先制攻撃というのは国際法違反の侵略行為です。そして、アメリカは、ベトナム侵略戦争、イラク侵略戦争など、先制攻撃の常習犯です。アメリカが無法な戦争に乗り出したときにも、自衛隊が参戦するとなれば、「集団的自衛」ではなく、「集団的侵略」になってしまいます。日本を無法国家にさせるわけには、断じていきません。
日本共産党は、「戦争立法」反対の一点で、思想・信条の違いを超え、国会内外で、共同して、戦争立法を阻止するために全力をあげます。そして、力をあわせて、世界に誇る憲法９条を守り抜き、９条を生かした平和日本をご一緒につくろうではありませんか。
戦争立法の中身も分かりやすく報道している、日本共産党の機関紙、しんぶん赤旗をぜひお読みください。日刊紙は３４９７円、日曜版は８２３円です。以上で演説を終わります。ありがとうございました。
